クラウドファンディング活用支援事業実施要領
（目的）

第１条　本事業は、地域づくり団体・ＮＰＯ等が実施するクラウドファンディングを活用したプロジェクトを支援するため、当該団体の要請に応じて、クラウドファンディングの専門的、実践的なノウハウや知識及び経験を有する者（以下「クラウドファンディングアドバイザー」という。）を直接派遣し、適切な指導、助言などを行うことにより、多様な資金調達による地域づくりを促進することを目的とする。
（実施主体）
第２条　本事業の実施主体は、公益財団法人ふるさと島根定住財団（以下「財団」という。）とする。
（支援対象）
第３条　本事業によりクラウドファンディングアドバイザーを派遣する対象は、県内の地域活性化や地域課題の解決に取り組む県内のＮＰＯ法人、民間団体及びグループ（構成人員５名以上の団体）、商業法人等とする。
（実施事業）
第４条　本事業では、予算の範囲内で以下の事業を行う。
1 クラウドファンディングアドバイザーの派遣
　　　理事長は、前条に規定する者（以下「支援対象者」という。）の要請に応じて、クラウドファンディングアドバイザーを派遣し、クラウドファンディングの立ち上げや返礼品の設定、広報などに関する具体的、実践的な指導、助言などを行う。　　
2 その他
上記の他、本事業に必要な事業を行う。
（クラウドファンディングアドバイザーの任務）
第５条　アドバイザーは、理事長の要請により、支援対象者が必要とするクラウドファンディングに関する具体的、実践的な指導、助言などを行う。
２　クラウドファンディングアドバイザーは、本事業上知り得た秘密を厳守すること。
（クラウドファンディング事業者）
第６条　クラウドファンディング事業者は財団が選定する事業者に限る。
（支援の申請）
第７条　支援対象者が、本事業による支援を受けようとするときは、クラウドファンディング活用支援事業申請書（様式第１号）および添付書類を理事長に提出するものとする。
（支援の決定）
第８条　理事長は、前条の申請があったときは、申請内容が本事業の趣旨に合致し、かつ、申請内容に適任なクラウドファンディングアドバイザーの派遣が可能と認められる場合に、支援を決定し、決定通知書（様式第２号）により支援対象者に通知するものとする。
（実績報告）
第９条　支援対象者は、クラウドファンディングによる支援募集期間が終了したときは、指導、助言を受けた内容及びその実績等を、目標金額達成の場合は実績報告書（様式第３号－１）、目標金額未達成の場合は実績報告書（様式第３号－２）により、事業終了後、速やかに理事長に報告するものとする。
２　クラウドファンディングを実施しなかった場合は、指導、助言を受けた内容等を実績報告書（様式第３号－３）により、派遣終了後、速やかに理事長に報告するものとする。
（経費の支出）
第10条　理事長は、前条の実績報告書を受理したときは、クラウドファンディングアドバイザーに対して規定の謝金及び旅費を支払うこととする。ただし、１回あたりの旅費上限は５万円とする。
（委　任）
第11条　この要領に定めるもののほか、クラウドファンディング活用支援事業の運用・解釈等については、必要の都度、理事長が別に定めるものとする。
　附　則
１　この要領は、平成３１年４月１日から適用する。
